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　新技術の活用促進の評価及び調査

１．調査目的

本調査は、新技術の活用・普及のために国土交通省が推進している「公共工事等における新技術活

用システム」に基づき、公共工事等における新技術の活用検討事務の効率化や活用リスクの軽減等を

図り、有用な新技術の積極的な活用を推進するための仕組みであり、新技術の積極的な活用を通じた

民間事業者等による技術開発の促進、優れた技術の創出により、公共工事等の品質の確保、良質な社

会資本の整備に寄与する事を目的としている。

そのめに、図－１に示すように新技術情

報提供システム（ＮＥＴＩＳ）を中核に、

直轄工事等での活用導入の手続き、効果の

検証・評価、さらなる改良と技術開発とい

う一連の技術のスパイラルアップの流れに

沿って、新技術の評価及び調査等を実施し

たものである。

図－１ 公共事業における新技術活用システム

２．過去の経緯

新技術活用促進の取り組みは、平成１０年度に「公共工事における新技術活用促進システム」とし

て新技術を現場で活用することにより、その適用性を評価することを目的として実施されてきた。そ

の後、平成１８年度からは事後評価の実施・徹底及びＮＥＴＩＳの再構築等を目的に「公共工事等に

おける新技術活用システム」として本格運用されている。

なお、関東地方整備局新技術活用評価会議が平成１８～２５年度の間に事後評価を実施した新技術

は１４７技術、１７３件（※）である。（※同一技術の２回目以降の事後評価含む。）

３．調査概要

本調査では、民間事業者等から申請された新技術の技術内容について、「公共工事等における新技

術活用システム」の実施要領に基づいて確認し、その目的・定義の各条件を満たしたものについてＮ

ＥＴＩＳへの登録（更新含む）を行った。（新規登録１０７件、更新登録１４０件）

さらに、①事後評価資料作成、②有用な新技術の選定資料作成、③「道路附属物点検技術の試行資

料作成」の公募・試行・評価資料作成、④事後評価における問題点の抽出と改善案の検討、について

行った（事後評価３６技術）。その他、各事務所から提出された活用効果調査結果の内容確認及び登

録も本調査において実施した。（活用効果調査表の内容確認１３５７件、登録１２４２件）

３．１ 事後評価資料作成

新技術の活用効果等を総合的に判断するために、事後評価として活用効果実施報告書の結果に基づ

き、技術の成立性、優位性、安定性、現場適用性の総合的な評価を行った。なお、平成２５年度に活

用効果評価を行った新技術は３６技術である。資料は、事後評価を行うためＮＥＴＩＳ申請者が作成

した申請書類を基に、技術の特徴を抽出整理した「技術概要書」を作成した。また、発注事務所が提
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出した活用効果実施報告書に基に「活用効果評価結果（案）」を作成した。

３．２ 有用な技術の選定資料作成

新技術活用システムでは、活用効果評価に基づいて有用な新技術を選定しインセンティブを付与す

ることにより、有用な新技術の活用促進を図っている。

有用な新技術のうち、「設計比較対象技術」及び「少実績優良技術」は整備局の実施する新技術活用

評価会議において、特定の性能または機能が著しく優れている技術、特定の地域のみで普及し全国に

普及することが有益とされる技術について選定される。また、「推奨技術（準推奨技術）」は公共工事

等の水準を一層高めるために選定された画期的な新技術を「推奨技術候補」として新技術活用評価会

議が推薦し、新技術活用システム検討会議（本省）が審議後、最終決定を行う。以下に、有用な技術

の選定状況とその結果を示す。

（１）「推奨技術」・「準推奨技術」の候補選定資料の作成

事後評価を行った技術より、新技術システム検討会議で選定される推奨技術の候補を新技術評

価会議より選定するための資料を作成した。

（２）「活用促進技術」の候補選定資料の作成

事後評価を行った技術でかつ、有用な技術に選定されなかった技術から、新技術評価会議で活

用を進める技術の選定のための資料を作成した。（表－１）

№ 活用効果評価した技術 技術の位置付け

１ 画像測定車を使った立体画像分析システム 【設計比較対象技術】

２ エコモバイル定点カメラ情報サービス 「ミルモ 【設計比較対象技術】

ット」

３ ＫＳガッツ 【平成２６年度活用促進技術】

４ 橋梁添架耐火防護プレキャスト工法 【設計比較対象技術】

５ 「Orpheus」オルフェウス 【設計比較対象技術】

６ グレードコントロールシステム 【平成２６年度活用促進技術】

７ 調査用リモコンボートによる深浅測量（音響測深） 【平成２６年度活用促進技術】

８ ヒュームフラップゲート 【設計比較対象技術】

９ 地上型３Dレーザスキャナー空間情報計測システ 【設計比較対象技術】

ム

１０ ポリメタルスーパー 【設計比較対象技術】

１１ 移動式ネットワークカメラ「モニタリングミック 【設計比較対象技術】

ス」

１２ パルテム・フローリング工法 【設計比較対象技術】

１３ PAL-SYSTEM7 【設計比較対象技術】

１４ R･SKT（ロックスカット）工法 【設計比較対象技術】

１５ オートゲート（門柱レス樋門） 【設計比較対象技術】

１６ 抵抗板付鋼製杭基礎（ポールアンカー１００型） 【平成２６年度活用促進技術】

１７ ３次元設計データを用いた計測及び誘導システム 【設計比較対象技術】

表－１ 有用な技術の選定
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３．３ ＮＥＴＩＳフィールド提供型を準用した「道路附属物の支柱の路面境界部のき裂・腐食

等の変状、残存板厚を非破壊で確認できる新技術の公募」の実施

ＮＥＴＩＳ制度の一つに国土交通省の現場で発生したニーズに対応可能なＮＥＴＩＳ登録技術を実

際の現場で試行指標化する｢フィールド提供型｣がある。平成２５年度に同制度を準用して照明柱や標

識柱など（以下、道路附属物と称す）の支柱地際部の損傷状況を非破壊で把握する技術の試行を行っ

た。この試行結果と制度活用時に散見された問題点について記載する。

（１）道路附属物点検の現状と問題点

道路附属物は支柱のき裂・腐食などにより倒壊する恐れがあり、それが発生した場合は第三者被害

が予想されるため、｢附属物（標識、照明柱）の点検要領案 平成２２年１２月｣には地際部～地際部

－４０ｍｍ（以下、地際部と称す）に着目した近接目視を実施、必要に応じて掘削により確認する事

が規定されている。しかし、目視点検は点検従事者の経験や能力に左右されること、詳細点検で実施

する掘削は時間、費用を要する事、交通規制等に伴う道路利用者への影響、掘削殻の発生等が発生す

る事等、様々な問題点を有している。

そこで、非破壊で地際部のき裂・腐食状況を把握する技術を公募、審査を経て、千葉国道管理路線

数カ所及び関東技術構内に整備した供試体において試行を行った。図－２に検討の流れを示す。

（２）非破壊検査技術の試行

公募は点検要領の詳細点検を非破壊で実施する事を条件として行った。表－２に公募条件を示す。

その結果、４技術が公募条件を満足する技術として選定された。いずれの技術も道路附属物本体上部

から超音波を埋設部方向に照射、その反射状況からき裂又は腐食の位置や程度を把握するものである。

図－３に測定イメージを示す。

図－２ 検討の流れ

表－２ 公募条件
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（３）非破壊技術の試行結果

１）公募要件の満足度

図－４は国道１２７号富津における照明柱での測

定結果、図－５は関東技術構内における供試体にお

ける測定結果の事例を示したものである。この結果

から、非破壊技術は、地際部の変状（き裂又は腐食）

の有無は把握可能であるが、その位置や程度につい

ては公募要件を満足しないとの結果になった。なお、

技術毎に千葉国管理路線3箇所、関東技術構内供試

体３箇所の測定を実施したがいずれも傾向は同じであった。 図－３ 測定イメージ

図－４ 千葉国道事務所管内における測定結果 図－５ 関東技術事務所構内における測定結果

２）ＮＥＴＩＳにおける技術評価

ＮＥＴＩＳでは新技術が従来技術に比した優位性を経済性、工程、品質・出来高、安全性、施工性、

環境の６項目について活用者が評価する。今回の調査では、千葉国道管内において当該新技術を活用

した建設コンサルタントが評価を行った。その結果各技術とも工程、環境、経済性について従来技術

よりも優位性が認められ、特に工程については、｢極めて優れた｣との評価がなされている。

３）試行技術結果のまとめ

試行技術は、点検要領の詳細調査で求める水準は満足していないが変状の有無は把握可能であるこ

と、従来技術に比較して工程面で極めて優位な事が確認された。この結果から、道路附属物の変状の

有無を把握するスクリーニング調査への活用可能性について更なる検討を進めていく予定である。

（４）制度活用時に散見された問題点

今回のフィールド提供型は、道路附属物の損傷状況を効率的に把握するといった全省的なニーズに

基づいて実施した。その結果、下記に示す問題点が散見された。今後、フィールド提供型の改良に資

する情報であるため以下に列記する。

１）現場ニーズと新技術活用会議の時間的整合

フィールド提供型で実施する技術検証は多く場合、現場ニーズに基づいているため、年度内に課題

が発生し当該年度内等、早急に結果を求める事例等が多い。しかしながら、各整備局が実施する新技

術活用評価会議は概ね年４回であり技術の公募要件作成、公募審査、試行計画の審査、試行結果の評

価等、必ずしも新技術評価会議のタイムスケジュールに合致していない。また、評価会議は通常の評

価案件の審議も行うためフィールド提供型の審議を合わせて行う事は時間的にも困難である。そのた

め、フィールド提供型等の案件が発生した場合は、評価会議ＷＧの設置等を行い迅速に検討を進める

体制を取ることや事務局一任等、柔軟な体制を取る事が必要がある。
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２）様式の柔軟化

フィールド提供型に使用するＮＥＴＩＳの各種様式は工事を中心にフォーマットが規定されている

ため、検査技術などには適用しにくい項目が多々ある。対象となる技術毎にフォーマットを変更する

事等の柔軟化が必要である。

３）フィールド適用型で使用する技術の裏付け

フィールド提供型でＮＥＴＩＳ登録技術を使用する場合発注者指定型で行うが、コスト的に従来技

術よりも高額となる場合がある、その様な状況においてもその技術を使用する場合、明確な理由付け

が必要となる。特に、今回の非破壊技術のような全省的ニーズを一事務所のフィールドで検証(ニーズ

と活用場所の不一致）する場合などは、それを支援するような上位機関からの命令や文書等が必要と

思われる。

４）既存工事(業務)の受注者と新技術申請者の意思疎通

発注者指定でＮＥＴＩＳ登録技術を活用する場合は、それを活用する元請工事(業務)の受注者と新

技術申請者が接触して内容や価格について調整する事になる。しかしながら細部要領やルールが明確

になっていないため価格等協議が難航した。元請工事(業務)受注者と新技術申請者の接触方法等につ

いて一定のルールが必要である。

５）現場調査時の課題

フィールド提供型で新技術を使用する場合、それを使用する費用は官負担、その試行調査(効果の確

認）は費用、責任とも申請者負担となっている。しかしながら非破壊技術の様に試行調査を独立して

行う場合、その作業の位置付けが不明確となる。今回の試行では、申請者の責任において全ての作業

（検証のための掘削、埋め戻し）を実施し、道路管理者は｢路上作業届け｣で処理したが、大規模工事

等においてはその様な対応が困難であると考えられ且つ事故等が発生した場合の責任も不明確であ

る。よって、新技術の使用から検証までを全て官の発注（発注者指定型）で行う事が望ましいと思わ

れる。また、フィールド提供型は従来技術で施工(検討)する部分の一部を新技術で置き換えることに

なっているが、技術の検証という観点から従来技術で施工＋新技術での施工といった並列での検討形

態が望ましい。

５）全般的な意見

フィールド提供型は現場で発生したニーズを解決するために技術を公募し、工事(業務）受注者と

綿密な調整を行う中で、新技術の活用を行うと行った色合いが強い。この様な場合、現場事務所は切

実な課題であるため積極的に関与する。しかしながら、全省的なニーズを特定のフィールドを選択し

て行う場合は、現場事務所に当事者意識が無いため協力を得ることが困難な場合もある。そのため、

後者の場合は、現場事務所が動きやすい支援を本省、本局が実施する事が必要である。

３．４ 事後評価における問題点の抽出と改善案の検討

平成２５年度の評価会議における課題について、以下の問題点を抽出し

改善案を整理した。

（１）【改善案１】複数以上の要素技術を含む新技術の事後評価方法

登録時に複数の技術が一纏めにして登録されているため、登録技術に対

する正しい評価がなされない懸念がある。そのため、図－６に示すように

登録段階では事後評価に影響がないように事後評価へ影響を与える事項を

登録情報に記載する。また、評価段階では現行評価システムの事後評価結 図－６ 登録フロー
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果表では確認できない技術の特性を留意事項に記載した上で登録情報への追記修正を要請する。例え

ば図－７に示すように３つ要素を含む場合、事後評価で本技術は３つ（Ａ、Ｂ、Ｃ）の要素技術を含

む技術で、Ａ、Ｂの事後評価結果は「従来技術と同等」であるが、要素技術Ｃは「従来技術より優れ

る」と記載することで、利用者は新技術の採否を決めることが可能となる。

図－７ 要素技術毎の事後評価例

（２）【改善案２】ランニングコストを踏まえた経済性評価

経済性の評価はイニシャルコストで実施することになっている。製品技術の場合、耐用年数により

経済性の評価が異なってくる場合がある。登録段階には耐用年数を踏まえて経済性が異なる場合があ

ることを登録情報に記載する。評価段階ではランニングコストを踏まえた参考資料を評価会議に提出

する。

（３）【改善案３】技術のスパイラルアップのための申請者への

伝達方法

申請者にとって技術の活用形態と評価結果は技術改善に結びつ

く重要な情報である。そのため、図－８に示すとおり公開情報と

は別に申請者に事後評価結果を踏まえた改善点、優位点を伝える。

（４）【改善案４】評価項目に重みをつけた事後評価方法案

評価項目に重みを付ける方法の提案であるが、重み係数をどの

ように設定するのかといった課題があるため現時点では本手法に

おける問題点等を抽出する段階と考える。

４．今後の課題

新技術活用システム（ＮＥＴＩＳ）は平成１０年に運用開始さ

れ平成２５年度末で約４,８００件以上の技術が登録されている。 図－８ 公開情報

平成２６年度から実施要領が変更されることになった。そのため、

今後の各工事実施時の活用効果調査表の成果を分析し、新技術活用システムの制度改善に資する情報

をとりまとめ今後のシステムの改善方向について検討を行う予定である。そして、その成果を関係機

関（本省、本局）に情報提供を進めて行くことを検討する予定である。 施工調査・技術活用課


